
No 質問事項 回答

1

都内・都外ともにキャンパスを有している場合、都外に立地

するキャンパスの研究組織も含めて公募を行い、結果として

都外の研究組織に支援することとなっても問題ないでしょう

か？

都内のキャンパスで使用する経費を優先的に対象としていただきた

いと考えていますが、公募の結果都外のキャンパスにある研究組織

が支援対象となっても、特段制限は設けない想定です。

1

公募要領 6ページ、「4. 本事業が提供する支援」（1）に

あります下記の記載につきまして、「学生等に対するアン

トレプレナーシップの育成を目的とした取組」というの

は、どのような内容を想定されているのでしょうか？

スタートアップの創出に向けた具体的な課題設定がなく、その解決

に直結しない取組の場合を想定しています。例えば、単に学生の意

識変革を目的とした取組などです。目的が、チャレンジ精神、創造

性、探究心等の向上のみであり、起業に向けた具体的な手段や取組

の知識を得ることができないようなスタートアップ創出に向けた要

素がない取組は、本事業に適さないものとしています。

2

現在、タイプⅡ「環境構築型」での応募を検討しており、

学生に対するアントレプレナーシップの醸成と見られてし

まうような取組は、本事業の対象にならないという理解で

よろしいでしょうか？

実際の取組内容が単に「アントレプレナーシップの醸成（学生の意

識変革を主の目的としているもの）」と見られる場合は、対象とな

りません。スタートアップ創出につながる起業支援に関する相談窓

口の設置や、起業を目指し、学生のアイデアを事業化に向けて具体

化するプログラムのような形であれば、本事業の対象となります。

3

「学生等」とありますが、学生の他どのような者を対象と

して想定しておりますでしょうか？（教職員も「等」の中

に含まれますでしょうか？）

学生だけでなく、大学等に籍を置いている研究者や職員、ソーシャ

ルアントプレナー（社会起業家）なども対象となります。教職員も

含まれます。

4

経費は基本的にＫＰＩの達成状況を年度末に評価委員会で

評価し金額決定するとありますが、評価の結果、実際に経

費が支出される次期としては、当該年度中又は翌年度の４

月以降となるのでしょうか。支援上限額の50％までは評

価前に措置いただくことが可能と理解していますので、残

りの50％の支出時期について教えていただけないでしょ

うか?

年1回、年度の途中でも、KPIを達成している部分について、各大学等

に割り当てられる支援上限額の50％までの請求に基づき東京都が支出す

る「一部支出金」をお支払いした場合には、最終的な経費支出額の決定

後、「一部支出金」を控除した金額を、翌年度の5月頃を目途に経費支

援としてお支払いします。

5

イベント実施をTokyo Innovation Base（以下「TIB」と

いう。）で実施することを考えているのですが、TIBの使

用料の価格表などあれば提供していただけないでしょう

か。

TIBの施設利用に関しては原則無料です。なお、利用に関する詳細は、

「Tokyo Innovation Base イベントスペース利用規約」をご確認くださ

い。https://tib.metro.tokyo.lg.jp/terms

1
本事業採択後、KPI設定説明書内の経費項目の修正は可能

でしょうか？

原則として認められません。そのため、予算計画の作成に当たって

は、必要な金額を見積もり、 KPI 項目ごとの申請額を設定してくだ

さい。

2

事業開始後に項目間の経費の流用をすることは可能でしょ

うか。例えば、シンポジウム開催をKPIとして設定し、

200万円の申請をしていたが、実際に進めていく中で250

万円かかった場合などに、他の項目で計上していた額から

流用して全体額で調整することは可能でしょうか。

原則として認められません。KPI項目ごとの基準額は、支援対象と

なる大学等を選定する際の審査項目の一部であるため、採択後は大

学が自由に流用して全体額を調整することはできません。
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